


























































1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年
Ⅰ世帯当りの⾷料⽀出・⽣鮮⿂介・⽣鮮⾁・調理⾷品・外⾷の
年間⽀出⾦額 単位：⾷料⽀出は10円、他は円、 家計調査年報より




































1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年
肉食量 12231 12465 12473 12922 12768 12598 13881 15053








































1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年
マグロ　単　価（円） 259 273 277 246 249 217 230 259
　〃　　購入量（g） 868 820 846 1059 1049 1010 792 729
タ　イ　単　価 217 241 272 239 206 176 166 195
　〃　　購入量 281 261 232 264 272 259 231 192
イ　カ　単　価 95 122 107 102 93 99 97 118
　〃　　購入量 2079 1438 1486 1336 1233 979 836 657
イワシ　単　価 40 46 58 71 80 87 77 85
　〃　　購入量 651 681 578 443 437 253 270 257
ア　ジ　単　価 122 119 115 108 102 97 98 116
　〃　　購入量 565 699 730 740 686 542 457 374
サ　バ　単　価 112 58 61 71 90 87 85 100
　〃　　購入量 826 525 346 388 510 463 418 364
エ　ビ　単　価 240 273 236 209 214 183 170 229
　〃　　購入量 719 688 983 973 735 677 636 450
サ　ケ　単　価 145 149 157 140 142 125 133 166
　〃　　購入量 282 316 472 828 969 966 949 903
ブ　リ　単　価 215 223 203 190 188 168 150 167

































単位：（円）（%） 1980年 2000年 2005年 2010年 2015年
エンゲル係数 27.00% 23.28% 22.90% 23.28% 25.00%
生鮮魚介類購入金額 72324 67367 56018 47976 46454
生鮮肉の購入金額 74840 63892 59347 59543 71000
調理食品の購入金額 48361 99280 101044 99866 112625























































































世帯主年齢 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年
平　均 14643 14168 13288 13989 13467 12747 10996 9267
～24 8498 7821 5101 7668
5375 4888 3654 3902
25～29 11428 9474 6957 6753
30～34 11913 10231 8293 7288
6630 5909 4968 3986
35～39 13267 11440 9625 8487
40～44 13791 13332 11513 10276
10241 8656 6987 5527
45～49 15147 14579 13800 13833
50～54 16950 16264 15541 16831
16379 14203 10710 8044
55～59 18464 18073 16497 18811
60～64 19068 18849 18012 19097
19588 18854 16637 12936
















































1965年 1975年 1985年 1995年 2005年 2015年
東北（魚） 19117 19318 16645 16536 14175 9755
東北（肉） 3844 7699 10002 11139 10925 13032
北陸（魚） 19152 18454 17125 17033 15875 11200
北陸（肉） 3626 7210 9541 10512 10846 12955
中国（魚） 18343 18532 15511 17056 14519 11208
中国（肉） 5941 10649 12718 13376 12956 16835
九州（魚） 17941 18281 15439 14146 12495 9243
九州（肉） 6824 12859 15282 15203 14654 16460
京浜葉（魚） 13683 13166 12622 12933 11836 8966
京浜葉（肉） 6665 10587 12824 12393 12416 14944
中京（魚） 11711 12238 12436 12442 11704 7667
中京（肉） 5336 9208 12118 12499 12182 14343
京阪神（魚） 13363 14493 14414 13466 12585 9681























































2005年魚食 2015年魚食 2005年惣菜 2015年惣菜 2005年肉食 2015年肉食
福井県（福井市） 11498 10113 36626 41193 10457 13093
富山県（富山市） 17350 12111 31827 42724 11009 13458
石川県（金沢市） 17051 11183 35267 42736 10917 12753
宮城県（仙台市） 11758 10207 28552 35511 11344 14916
奈良県（奈良市） 13068 9431 32749 38204 13539 17071









































福井県 74.0 77.3 86.8
富山県 74.6 77.4 81.1
石川県 72.5 76.6 80.2
宮城県 62.2 67.4 70.8
奈良県 56.8 61.4 68.0

































1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年
調理⾷品年間購⼊額（円） 共働き世帯数（万世帯）
図 6　共働き世帯数と調理食品の1人
当たりの年間購入金額推移
出典：総務省 「家計調査年報各年版」及び
「労働力調査」
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（15～64歳）全体でも、福井県の就労率が上回っているが、特に子育て世代（25～44歳）で大
きく差が開いている。子育て世代の女性の離職率が増えるとグラフ曲線がMの字に似てくる
ことから「Mの窪み」と呼ばれている。Mの窪みが浅いと全体の就労率が高くなる。子育て
世代の女性の就労率が高くなれば自ずと家事についやす時間が短くなり、手間の掛かる魚料
理などが少なくなり、便利な調理食品の購入が多くなると考えられる。
図 6及び表 7からも明らかなように、共働き世帯数の増加と、調理食品の年間購入額の増
加の相関関係が確認された。つまり、魚食量の減少は、働く女性にとって、手間の掛かる魚
料理を避けて、比較的手間の掛からない肉料理や簡便な調理食品（惣菜）を選択したものと
考えられる。とくに魚食量の多かった北陸三県において、女性の就労率の上昇に伴って、魚
食量が減少し調理食品の購入額が増加していることは、今後魚離れが一層進むことを推測さ
れる。
4 ．まとめ
以上のように、魚食量の減少は、日本の伝統的食文化である「魚食文化」が消滅の危機に
あり、その要因は以下の三項目に集約することができよう。
⑴　食文化の伝承がなされず（地域性の消失）、テレビやネット等の情報媒体の影響で全国的
に都市化志向が高まり地域性の強い魚食文化が都市化（平均化）され（林、2015）地域性
が薄れたと考える。
⑵　団塊世代までは「郊外に一戸建て住宅」を持つことが目標であったが、段階ジュニア世
代では、通勤や買物に便利な駅前や駅近立地の集合住宅に住むのが主流となっている。
　　その結果、前述した魚調理による臭気を嫌い、魚料理を敬遠する主婦が増えている。
⑶　女性の高学歴化や行政による女性の就労支援に関する法律が次々と立法化され、子育て
世代の女性の就労率が年々増加するに伴い、手間の掛からない肉料理や調理食品の需要が
近年急激に伸びている。
上記の三項目は、団塊世代とそのジュニア世代との、ライフスタイル（生活様式）に対す
る価値観の相違によるものである。団塊世代とそのジュニア世代の魚食量の差を、魚の価格
面や嗜好では論理的な説明は出来ないと言えよう。
2013年に「和食；日本の伝統的食文化」がユネスコ無形文化遺産に登録されたが、その主
たる食材の一つである「魚」離れの現状に危機感を覚える。
本稿では、魚離れの真の原因として消費者のライフスタイルの変化があることをあきらか
にした。冒頭でも指摘したように、長年、生鮮魚介類の流通を担ってきた卸売市場を基幹と
する流通構造は、こうした消費者のライフスタイルの変化を理解せず、対応してこなかった
ことが、卸売市場の衰退を引き起こした真の理由である。しかし、本稿では、卸売市場や小
売企業がどのように対応したかについて突っ込んだ分析はできなかった。また一部の中央卸
売市場関連企業は生鮮魚介類の流通機能から、消費者ニーズに対応した魚調理食品開発への
挑戦を模索している。その状況と可能性についての調査研究にも対象を広げ、水産物流通の
－  　　－48
大阪商業大学論集　第15巻 第2号（通号193号）
課題、対応策等を客観的な視点から明らかにすることを今後の研究課題としたい。
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